
(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 11

公社・公団改革の分析

客員研究員客員研究員 杉山雅洋杉山雅洋
（早稲田大学）（早稲田大学）

運輸政策研究所 研究報告会
２００６年５月１６日



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
22

目 次

１．国としての競争政策への指向１．国としての競争政策への指向

２．国鉄改革の進展と課題２．国鉄改革の進展と課題

３．２つの形態の上下分離方式３．２つの形態の上下分離方式

４．高速道路会社と（保有・債務返済）機構との協定４．高速道路会社と（保有・債務返済）機構との協定

５．両改革評価の視点５．両改革評価の視点



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
33

昨年度の報告骨子

１．公社・公団改革と民営方式１．公社・公団改革と民営方式

２．国鉄、道路関係四公団改革の背景２．国鉄、道路関係四公団改革の背景

３．改革の検討プロセスと（分割・）民営化の骨子３．改革の検討プロセスと（分割・）民営化の骨子

４．改革政策をめぐる論点４．改革政策をめぐる論点

５．改革政策の評価５．改革政策の評価



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
44

１．国としての競争政策への指向

＊独占禁止法旧２１条の削除＊独占禁止法旧２１条の削除

＊現在の交通政策の基本的考え方＊現在の交通政策の基本的考え方



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
55

＊独占禁止法旧２１条
（自然独占事業に固有の行為への適用除外項目 ）

平成１２年改正により削除平成１２年改正により削除

旧２１条の自己矛盾か、競争促進か？旧２１条の自己矛盾か、競争促進か？

鉄道事業、電気事業、瓦斯事業その他その鉄道事業、電気事業、瓦斯事業その他その

性質上当然に独占となる事業を営む者の行う性質上当然に独占となる事業を営む者の行う

生産、販売又は供給に関する行為であって生産、販売又は供給に関する行為であって

その事業に固有なものは適用除外とする。その事業に固有なものは適用除外とする。



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
66

＊現在の交通政策の基本的考え方

－『２００２年度 国土交通白書』より－

①①市場原理を活用するための環境整備市場原理を活用するための環境整備

１）公正な競争の促進１）公正な競争の促進

２）新たなサービスの創出への支援２）新たなサービスの創出への支援

３）交通事業の基盤整備３）交通事業の基盤整備
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②②市場原理の活用のみでは十分対応できない市場原理の活用のみでは十分対応できない
課題への対応課題への対応

１）安全の確保１）安全の確保

２）環境にやさしい交通の実現２）環境にやさしい交通の実現

３）地域における円滑な交通の確保３）地域における円滑な交通の確保

４）少子・高齢化社会への対応４）少子・高齢化社会への対応

５）異なる交通機関間の連携・調整の５）異なる交通機関間の連携・調整の
強化と強化と観光の促進観光の促進

６）消費者利益の保護６）消費者利益の保護
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２．国鉄改革の進展と課題

＊長期債務の減少＊長期債務の減少

＊各社の経常利益の向上＊各社の経常利益の向上

＊本州３社の全株式売却＊本州３社の全株式売却

＊鉄道輸送の安全確保、地方鉄道の再生＊鉄道輸送の安全確保、地方鉄道の再生
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＊各社の経常利益の向上
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＊本州３社の全株式売却

東日本東日本……平成１４年６月平成１４年６月

西日本西日本……平成１６年３月平成１６年３月

東東 海海……平成１８年４月平成１８年４月
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＊鉄道輸送の安全確保、地方鉄道の再生
（鉄道業務審査に関する第三者委員会意見 H17.6.23 ）

①①ＪＲ福知山線の鉄道事故ＪＲ福知山線の鉄道事故

事故再発防止事故再発防止、、安全性の向上安全性の向上、、信頼の回復を信頼の回復を
図るため、図るため、関係者の総力を挙げた取り組み関係者の総力を挙げた取り組み

②②地方鉄道再生地方鉄道再生

再生と安全確保は一体不可分再生と安全確保は一体不可分の認識の認識

ＡＴＳ整備・更新などＡＴＳ整備・更新などの早期実施と支援強化の早期実施と支援強化

（特に経営基盤の弱い地方鉄道）（特に経営基盤の弱い地方鉄道）



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
1212

３．２つの形態の上下分離方式

＊鉄道事業法（昭和＊鉄道事業法（昭和6161年法律第年法律第9292号）による号）による

上下分離制度の担保上下分離制度の担保

＊既設新幹線リース方式（一括保有方式）から＊既設新幹線リース方式（一括保有方式）から

買い取り方式へ買い取り方式へ

＊整備新幹線の形態＊整備新幹線の形態

＊貨物会社の線路使用料問題＊貨物会社の線路使用料問題

＊道路インフラの上下分離方式＊道路インフラの上下分離方式
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＊既設新幹線リース方式（一括保有方式）

から買い取り方式へ

①リース方式の問題点①リース方式の問題点

１）新幹線資産に係る減価償却費を計上できないため、１）新幹線資産に係る減価償却費を計上できないため、
投資に関し投資に関し借入金依存度が高くなる借入金依存度が高くなるというＪＲ東海のというＪＲ東海の
財務体質上の問題が顕在化したこと財務体質上の問題が顕在化したこと

２）リース期間終了後の譲渡条件がその時点における立２）リース期間終了後の譲渡条件がその時点における立
法政策に委ねられており、法政策に委ねられており、現時点（当時）において新現時点（当時）において新
幹線に係る巨額の資産及び債務を確定できない幹線に係る巨額の資産及び債務を確定できないことこと
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②②「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関す「新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等に関す
る法律（譲渡法）」る法律（譲渡法）」（平成（平成33年年44月月1919日）日）

9.29.2兆円で譲渡、新幹線鉄道保有機構解散兆円で譲渡、新幹線鉄道保有機構解散

業務は鉄道整備基金（現業務は鉄道整備基金（現 鉄道・運輸機構）へ鉄道・運輸機構）へ
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④譲渡価額④譲渡価額

建設債務額建設債務額 →→ 国鉄改革時再評価額国鉄改革時再評価額 →→ 再々評価額再々評価額

56,54256,542億円億円 85,41085,410億円億円 約約9.29.2兆円兆円

③配分比率等③配分比率等
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＊整備新幹線の形態

①国鉄再建監理委員会意見書での位置付け①国鉄再建監理委員会意見書での位置付け

・・2121世紀に向けた高速交通手段で地域住民の要望が世紀に向けた高速交通手段で地域住民の要望が
極めて強い極めて強い

・現在の計画では膨大な投資を必要であり、新会社の経営・現在の計画では膨大な投資を必要であり、新会社の経営

に大きな影響を及ぼすことが予想されるに大きな影響を及ぼすことが予想される

１）予想旅客需要と投資の均衡
２）在来線の収支に与える影響
３）財源問題
４）技術開発によるコスト低減の可能性

等を考慮に入れて慎重に判断する必要あり
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②財源スキーム②財源スキーム

※１）既設新幹線鉄道施設（東海道、山陽、東北及び上越新幹線）を
JR3社に譲渡した際の代金の一部（平成３年１０月）

平成25年度以降の既設新幹線譲渡収入の前倒し活用分含む

※２）所要の地方交付税措置を講ずる

地方公共団体地方公共団体

※※２）２）
公共事業関係費公共事業関係費

既設新幹線譲渡収入等既設新幹線譲渡収入等
※※１）１）

国
２

地方
１：
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＊貨物会社の線路使用料問題

ＪＲ貨物の完全民営化のための基本問題懇談会意見ＪＲ貨物の完全民営化のための基本問題懇談会意見書書
（平成（平成99年年66月月1313日）日）

完全民営化を実現しつつ、健全な経営を維持していく完全民営化を実現しつつ、健全な経営を維持していく

ためには、同社の経営に大きな影響を及ぼすためには、同社の経営に大きな影響を及ぼす

線路使用料の今後のあり方線路使用料の今後のあり方について、について、

明確にしておく必要がある明確にしておく必要がある

※※ＪＲ旅客会社ＪＲ旅客会社へのへの線路使用線路使用料料の算定は、国鉄改革時にの算定は、国鉄改革時に回避回避
可能費用（アボイダブルコスト）可能費用（アボイダブルコスト）によるによるものとされたものとされた

調整金制度調整金制度

2020年問題年問題
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調整制度のスキーム
新幹線開業前

ＪＲ貨物ＪＲ貨物 ＪＲ旅客（在来線）
線路使用料

（アボイダブルコスト・ルールの適用）

新幹線開業後

ＪＲ貨物ＪＲ貨物 ３セク（並行在来線）
線路使用料

（アボイダブルコスト相当額＋調整金相当額）

線路使用実態に応じた
線路使用料（新ルール）

鉄道・運輸
機構

ＪＲ旅客（新幹線）
新幹線貸付料

（経営分離による収支改善効果）

調整金交付 経営分離



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
2020

＊道路インフラの上下分離方式

会 社
（効率的な事業の実施）

建 設

管 理

料 金 徴 収

高速道路の保有

債 務 返 済
（承継債務及び

新規引責債務）

資産の帰属・
債務の引受け

貸付

貸付料の支払

協定

大臣許可 大臣認可

機 構
（４５年以内での

確実な債務返済）

資
金
の
借
入
れ
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４．高速道路会社と４．高速道路会社と((保有保有・・債務返済債務返済))機構機構
との協定との協定

＊第＊第22回国土開発幹線自動車道建設会議回国土開発幹線自動車道建設会議

＊協定の締結＊協定の締結

＊＊4545年償還の試算と妥当性年償還の試算と妥当性
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＊第＊第22回国土開発幹線自動車道建設会議回国土開発幹線自動車道建設会議
（平成（平成1818年年22月月77日）日）

77区間区間123123ｋｍｋｍ((合計合計822822ｋｍｋｍ))を新直轄方式に移行を新直轄方式に移行

更なるコスト削減更なるコスト削減2.52.5兆円の具体化メニュー兆円の具体化メニュー

・設計速度の見直し等による道路構造・規格の見直し・設計速度の見直し等による道路構造・規格の見直し

・ＥＴＣ普及に伴う本線料金所の拡張計画の廃止・ＥＴＣ普及に伴う本線料金所の拡張計画の廃止

・掘割構造など特殊区間の構造見直し・掘割構造など特殊区間の構造見直し 等等
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国土開発幹線自動車道計画図（案）
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＊協定の締結（平成＊協定の締結（平成1818年年33月月3131日）日）

①協定、業務実施計画、事業許可の関係①協定、業務実施計画、事業許可の関係

協定の締結協定の締結

（機構 会社）

業務実施計画の認可申請業務実施計画の認可申請

大臣認可大臣認可

（機構 大臣）

財務大臣との協議
事業認可の申請事業認可の申請

大臣許可大臣許可

（会社 大臣）

（首都・阪神）
道路管理者の同意
（指定区間外の一般国道）
道路管理者との協議
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②協定、業務実施計画、事業許可の策定単位②協定、業務実施計画、事業許可の策定単位

全国路線網

東日本会社、中日本会社、西日本会社毎に、
高速自動車国道及び国土交通大臣が認可し
て機構が指定する一般有料道路

地域路線網

首都高速道路、阪神高速道路（阪神圏）、
阪神高速道路（京都圏）、本州四国連絡高速
道路

一の路線一の路線
全国路線網以外の一般有料道路全国路線網以外の一般有料道路
（八王子ＢＰなど）（八王子ＢＰなど）



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
2626

＊＊4545年償還の試算と妥当性年償還の試算と妥当性

機構の債務残高機構の債務残高（民営化時点）（民営化時点）
約約338.8.２２兆円（うち有利子債務約兆円（うち有利子債務約37.437.4兆円）兆円）

高速自動車国道高速自動車国道への投資への投資
有利子債務残高が民営化時点を上回らない投資パターン有利子債務残高が民営化時点を上回らない投資パターン

協定上の協定上の料金徴収期間はすべて料金徴収期間はすべて4545年以内年以内
（ｅｘ．全国路線網は（ｅｘ．全国路線網は4444年年1111ヶ月─平成ヶ月─平成6262年年88月まで）月まで）

需要予測（交通量、事業費、将来調達金利等）の妥当性需要予測（交通量、事業費、将来調達金利等）の妥当性
・内部要因と外部要因の扱い・内部要因と外部要因の扱い

・予測担当者の責任問題・予測担当者の責任問題



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
2727

５．両改革評価の視点５．両改革評価の視点

①① 民営化移行後の期間民営化移行後の期間

②② 路線網の整備状況路線網の整備状況

③③ 輸送サービス業と施設提供業輸送サービス業と施設提供業

④④ 長期債務と借入金問題長期債務と借入金問題

⑤⑤ 民間会社への制約民間会社への制約



(C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy (C) Prof. Dr. Masahiro SUGIYAMA, Institute for Transport Policy Studies, 2006 Studies, 2006 
2828

①民営化移行後の期間①民営化移行後の期間

Ｓ６２ Ｈ１７ Ｈ１８

ＪＮＲ ＪＲ

ＪＨ等 ＮＥＸＣＯ等
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②路線網の整備状況（高速道路）②路線網の整備状況（高速道路）
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②路線網の整備状況（鉄道、1986年）

JR東日本

JR西日本

JR九州

JR四国
JR東海

JR北海道
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③輸送サービス業と施設提供業③輸送サービス業と施設提供業

輸送サービス業輸送サービス業

鉄道輸送サービス提供による運行赤字の可能性鉄道輸送サービス提供による運行赤字の可能性

施設提供業施設提供業

道路サービスの提供による収入増加の可能性道路サービスの提供による収入増加の可能性
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④④長期債務と借入金問題長期債務と借入金問題

道路資産の考え方道路資産の考え方

道路資産道路資産（（＝当該資産の将来収益の現在価値＝当該資産の将来収益の現在価値
総和総和））と借入金の大小こそが検討課題と借入金の大小こそが検討課題

⇒⇒道路資産の計測道路資産の計測

減価償却方式と償還準備金方式減価償却方式と償還準備金方式
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減価償却方式と償還準備金方式減価償却方式と償還準備金方式

H１４年度収支状況

４６％（８４１７億円）

償還準備金繰入

８％（１４５３億円）

特別損失

２０％（３６３２億円）
管理費

２６％（４８１７億円）
金利

費用＝管理費＋金利＋特別損失

収入１兆８３１９億円

３６％（１１兆２４９２億円）

償還準備金６４％（２０兆４１５３億円）

営業中道路の要償還額

H１４年度末償還準備金

の積立状況
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⑤⑤民間会社への制約民間会社への制約

高速自動車国道事業への１，２，３方式（？）高速自動車国道事業への１，２，３方式（？）
の論理？の論理？

・事業費・事業費……半減半減((約約2020兆円→兆円→10.510.5兆円程度兆円程度))
・管理費・管理費……33割減割減

・料金・料金……平均平均11割程度引き下げ割程度引き下げ

民間会社経営の自由度？民間会社経営の自由度？
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事業費事業費
２０兆円（H15以降残）

１６兆円

コスト削減：４兆円
•ICやJCTのコンパクト化

•施工形態の見直し

•施工方法の見直し

３兆円７．５兆円
（全体事業費）
対象：８２２ｋｍ

H18以降残事業費

対象：１１５３ｋｍ

＜新直轄方式＞＜有料道路事業＞

H15~H１７：３兆円

コスト削減：２．５兆円

•道路構造・規格の見直し

•ETCによる料金所拡張計画
の廃止

•特殊構造物区間の構造見直し 等


